別表1
　　「施設整備」とは、次の表の整備区分ごとに掲げる整備内容をいう。

（1） 第2（1）ア、イ、ウ及びカに掲げる施設（障害福祉サービス事業所等
（短期入所及び保育所等訪問支援を除く。））の場合
	 整　備　区　分
	 　　　整　　　　　備　　　　　内　　　　　容

	創　　　　　設
改　　　　　築
老朽民間社会
福祉施設整備
　増　　　　　築

（障害者支援施設を除く。）
大規模修繕等
スプリンクラー
設 備 整 備 等
 避難スペース整備
（身体障害者社会参加支援施設を除く。）


	新たに施設を整備すること。
 　
既存施設の改築整備（一部改築並びに倒壊等の危険性のある障害者施設等の耐震化及び津波対策としての高台への移転を図るための改築（以下「耐震化等整備」という。）を含む。以下同じ。）をすること。

社会福祉法人が設置する施設について平成17年10月5日社援発第1005005号厚生労働省社会・援護局長通知「老朽民間社会福祉施設の整備について」により改築整備をすること。

既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。

既存施設について付表3及び付表7により整備をすること。
既存施設について付表4により整備をすること。
平成25年2月26日障発0226号第4号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「社会福祉施設等施設整備費における在宅障害者向け避難スペース整備の取扱いについて」により整備をすること。



（2）第2（1）エに掲げる施設の場合

	整備区分
	整備内容

	スプリンクラー
設備等整備

	既存施設について付表4より整備をすること。



（3）第2（1）アに掲げる短期入所及びオに掲げる施設（居宅介護等を除く。）
の場合
	 整　備　区　分
	 　　　整　　　　　備　　　　　内　　　　　容

	創　　　　　設
増　　　　　築

改　　　　　築

大規模修繕等
スプリンクラー
設 備 整 備 等
避難スペース整備

	第2（1）ア、イ、ウ、カ、キ又はクに掲げる施設（障害者福祉サービス事業所等）を含む施設との合築により新たに施設を整備すること。
既存施設の現在定員の増員を図るための整備をすること。
上記の創設により整備した既存施設の改築整備（一部改築及び耐震化等整備を含む。）をすること。

上記創設により整備した既存施設について、付表3及び付表6により整備をすること。ただし、付表3の1(9)又は(10)により消防法令改正に伴う消防設備等整備を行う場合及び付表7により整備をする場合は、上記創設により整備した施設であることを要しない。
既存施設について付表4により整備をすること。

平成25年2月26日障発0226号第4号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知「社会福祉施設等施設整備費における在宅障害者向け避難スペース整備の取扱いについて」により整備をすること。



（4）第2（1）オに掲げる居宅介護等、カに掲げる保育所等訪問支援、キ及びクに掲げる施設の場合
	 整　備　区　分
	 　　　整　　　　　備　　　　　内　　　　　容

	創　　　　　設
大規模修繕等

	新たに施設を整備すること。

既存施設について付表3により整備をすること。



別表2
算　定　基　準
	区分
	1　種　目
	2　基　準　額
	3　対象経費

	施
設
整
備
費
	(1)本体工事費
	主体工事費

事業（施設）の種類ごとに付表1に掲げる1人（1施設）当たり基準単価に定員数（施設数）を乗じて得た額（ただし、付表2に掲げる加算を行う。）


	施設整備(施設整備と一体的に整備するものであって、市長が必要と認めた整備（初度設備相当又は改築に係る設備相当）を含む。)に必要な工事費又は工事請負費（門、囲障、構内の雨水排水設備、構内通路等の外構整備に要する費用を含む。）及び工事事務費（工事施行のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は工事費又は工事請負費の2.6％に相当する額を限度とする。以下同じ。）

	
	(2)大規模修繕等
	付表3及び付表6について市長が承認した額（工事事務費については、工事費又は工事請負費の2.6％に相当する額を限度額とする。）とする。
	同　　　　上

	
	(3)スプリンクラー設備等工事費（既存施設に設置する場合）
	(1)スプリンクラー設備 
付表4第1に掲げる1㎡当たり基準単価（1㎡当たり実単価が基準単価に満たないときは実単価とする。）に施設の延べ床面積を上限として市長が必要と認めた面積を乗じて得た額

(2)屋内消火栓設備

付表4第2について市長が承認した額
	スプリンクラー設備等に要する工事費又は工事請負費及び工事事務費（工事費又は工事請負費の2.6％を限度とする。）

	
	(4)解体撤去工　 事費及び仮設施設整備工事費
	付表1に掲げる1施設当たり基準単価に施設数を乗じて得た額
	解体撤去に必要な工事費又は工事請負費及び仮設施設整備に必要な賃借料、工事費又は工事請負費（ただし、仮設施設整備工事は、解体撤去工事が補助対象の場合に限る。）

	
	(5)その他の工事
	その他の工事
市長が承認した額
	施設整備に必要な工事費又は工事請負費



